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連結計算書類の連結注記表 及び 計算書類の個別注記表 につきましては、

法令及び定款第16条の規定に基づき、当社ウェブサイト（アドレス

https://www.aseed-hd.co.jp/）に掲載することにより株主の皆さまに提供し

ております。 

  



 

連結注記表 
 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

⑴ 連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社の状況 

イ．連結子会社の数  ５社 

ロ．主要な連結子会社の名称 

アシード株式会社、北関東ペプシコーラ販売株式会社、アシードブリュー株式会社、 

宝積飲料株式会社、アオンズエステート株式会社 

前連結会計年度において連結子会社であった上海愛実得飲食管理有限公司については、清算結了

のため、連結子会社から除外しております。なお、上海愛実得飲食管理有限公司については清算

結了時までの損益計算書を連結しております。 

② 非連結子会社の状況 

イ．非連結子会社の名称 

株式会社サンパレード、株式会社プリオ・ブレンデックス、株式会社プリオ・ウェルネス、 

関西薬品工業株式会社、ASEED (Thailand) Co.,Ltd. 

ロ．連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

⑵ 持分法の適用に関する事項 

① 持分法を適用した非連結子会社 １社 

主要な会社名 ASEED (Thailand) Co.,Ltd. 

② 持分法を適用した関連会社 １社 

主要な会社名 HaLong Beer And Beverage Joint Stock Company 

③ 持分法を適用していない非連結子会社の状況 

持分法を適用していない非連結子会社（株式会社サンパレード、株式会社プリオ・ブレンデックス、

株式会社プリオ・ウェルネス、関西薬品工業株式会社）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

④ 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算

書類を使用しております。 

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

⑷ 会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．その他有価証券 

・時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しております。 

・時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

ロ．たな卸資産 

主として月次総平均法又は最終仕入原価法（自動販売機内商品、貯蔵品）による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物    10年～38年 

機械装置及び運搬具  10年～12年 

 



 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。 

ハ．リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自社所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

ニ．長期前払費用 

販売促進費に係る長期前払費用は、契約期間の明示されているものはその期間内で均等償却を行

い、契約期間等の定めのないものは支出時に全額費用処理しております。 

なお、取引条件として目標売上高の明示されているものは、目標売上高を基に売上高実績値に応

じて償却を行っております。 

その他の長期前払費用は定額法によっております。 

③ 重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸 

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

ロ．賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は、従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度

の負担額を計上しております。 

ハ．役員退職慰労引当金 

当社及び国内連結子会社の一部は、役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

④ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

イ．退職給付に係る会計処理の方法 

当社及び国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期

末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

ロ．重要な収益及び費用の計上基準 

自動販売機による売上は現金回収時に計上し、受託加工製造による売上は主に加工完了時に計上

しております。 

ハ．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております 

ニ．のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、５年又は20年間の均等償却を行っております。 

ホ．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は

当連結会計年度の費用として処理しております。 

 

２．会計方針の変更に関する注記 

（従業員等に対して権利確定条件付有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用） 

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応 報

告第36号 平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を2018年４月１日以後適用し、

従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプショ

ン等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）等に準拠した会計処理を行うこと

といたしました。 

ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経過的な取扱

いに従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予

約権を付与した取引については、従来採用していた会計処理を継続しております。 

 



 

３．表示方法の変更に関する注記 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）を当連結会計

年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。 

 

４．連結貸借対照表に関する注記 

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 6,399,818千円 

⑵ 事業用土地の再評価 

当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再

評価を行い、当該再評価差額金に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条

第４号に定める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算基礎となる土地の価格を算定

するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に基づいて、合理的な調整を

行って算出しております。 

・再評価を行った年月日…2002年３月31日 

・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

…△560,533千円(うち賃貸等不動産に係るもの…△281,001千円) 

 

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

⑴ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株 式 の 種 類 
当連結会計年度 

期首の株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末の

株式数 

普 通 株 式 13,495,248株 －株 －株 13,495,248株 

⑵ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株 式 の 種 類 
当連結会計年度 

期首の株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末の

株式数 

普 通 株 式 1,115,201株 24株 －株 1,115,225株 

（注）自己株式数の増加は、単元未満株式の買取請求(24株)によるものであります。 

⑶ 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

イ．2018年５月11日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額 49,520千円 

・１株当たり配当額 ４円 

・基準日 2018年３月31日 

・効力発生日 2018年６月28日 

ロ．2018年10月22日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額 61,900千円 

・１株当たり配当額 ５円 

・基準日 2018年９月30日 

・効力発生日 2018年12月３日 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

2019年５月９日開催の取締役会において次のとおり決議いたしました。 

・配当金の総額 61,900千円 

・配当の原資 利益剰余金 

・１株当たり配当額 ５円 

・基準日 2019年３月31日 

・効力発生日 2019年６月27日 

 

 



 

６．金融商品に関する注記 

⑴ 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、年間資金計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時

的な余資は主に短期借入金の返済に充当し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しており

ます。デリバティブは、現段階では利用しておらず、投機的な取引は行わない方針であります。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業等の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて

おります。また、一部の連結子会社において従業員等に対し長期貸付を行っております。 

営業債務である買掛金は、そのほとんどが２か月以内の支払期日であります。 

短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及びファイナンス・リース取引に係る

リース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後8年

以内であります。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社グループは、販売管理規程及び売掛債権管理要領に従い、営業債権について、各社の主管部

門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理すると

ともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社及び一部の連結子会社において海外取引は存在するものの、その発生割合は僅少であり、大

半の取引は国内に限定されているため、為替の変動リスクは僅少であります。また、当社は借入

金に係る支払い金利の変動リスクに対しては、金利の変動をモニタリングし、当社経理規程に従

い、金利上昇局面において、短期借入金より固定金利の長期借入金への変更を行っております。 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部門からの報告に基づき主管部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手

許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件

等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

⑵ 金融商品の時価等に関する事項 

2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません((注)2．参照)。 
 

 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

⑴ 現金及び預金 1,192,160 1,192,160 － 

⑵ 受取手形及び売掛金 1,887,685 1,887,685 － 

⑶ 投資有価証券 156,516 156,516 － 

⑷ 長期貸付金 7,715 7,694 △20 

資 産 計 3,244,078 3,244,057 △20 

⑴ 買掛金 2,613,249 2,613,249 － 

⑵ 短期借入金 2,100,000 2,100,000 － 

⑶ 未払金 794,231 794,231 － 

⑷ 未払法人税等 194,114 194,114 － 

⑸ 長期借入金(※1) 1,422,310 1,423,062 752 

⑹ リース債務(※2) 1,179,579 1,168,265 △11,314 

負 債 計 8,303,484 8,292,923 △10,561 

デリバティブ取引 － － － 



 

 
（※1）長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金が含まれております。 

（※2）リース債務には、リース債務（流動負債）及び（固定負債）が含まれております。 

（注）1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

⑴ 現金及び預金、⑵ 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 

⑶ 投資有価証券 

投資有価証券の時価については、株式等は取引所の価格によっており、証券投資信託受益

証券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。 

⑷ 長期貸付金 

当社では、長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リス

ク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッ

ドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。また、貸倒懸念債権

については、同様の割引率による見積キャッシュ・フローの割引現在価値、又は、担保及

び保証による回収見込額等により、時価を算定しております。なお、一部の連結子会社で

は、回収可能性を反映した元利金の受取見込額を残存期間に対応する安全性の高い利率で

割り引いた現在価値により算定しております。 

負 債 

⑴ 買掛金、⑵ 短期借入金、⑶ 未払金、⑷ 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 

⑸ 長期借入金、⑹ リース債務 

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は利用していないため、該当事項はありません。 

2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

関係会社株式（連結貸借対照表計上額 216,569千円）、非上場株式（連結貸借対照表計上額 

74,463千円）、投資事業組合出資金（連結貸借対照表計上額 154,929千円）は、市場価格がなく、

時価を把握することが極めて困難と認められることから、「⑶ 投資有価証券」には含めておりま

せん。 

 

７．賃貸等不動産に関する注記 

⑴ 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社及び一部の連結子会社では、広島県福山市その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的と

して賃貸オフィスビルや賃貸倉庫兼事務所等を所有しております。なお、賃貸倉庫兼事務所等の一部

については、当社及び一部の連結子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を

含む不動産としております。 

⑵ 賃貸等不動産の時価に関する事項 
 

 連結貸借対照表計上額（千円） 当 連 結 会 計 年 度 

末 の 時 価 

（千円） 
 

当連結会計年度 

期 首 残 高 

当連結会計年度 

増 減 額 

当連結会計年度 

期 末 残 高 

賃 貸 等 不 動 産 1,606,737 42,682 1,649,419 1,160,910 

賃貸等不動産として使用される 

部 分 を 含 む 不 動 産 
505,329 △62,079 443,249 363,827 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から土地再評価差額金及び減価償却累計額を控除した金額で

あります。 

２．賃貸等不動産の主な増加要因は事業用資産の取得（土地47,629千円）であり、主な減少要因は減

価償却費（4,811千円）であります。 



 

３．賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の主な減少要因は、土地、建物等の売却

（55,087千円）及び減価償却費（7,697千円）であります。 

４．当連結会計年度末の時価は、主として不動産鑑定会社の調査による実勢価額に基づく評価額であ

ります。 

また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する損益は、次のとおり

であります。 
 

 
賃 貸 収 益 

（千円） 

賃 貸 費 用 

（千円） 

差 額 

（千円） 

その他（売却損益等） 

（千円） 

賃 貸 等 不 動 産 104,716 21,637 83,078 △135 

賃貸等不動産として使用される 

部 分 を 含 む 不 動 産 
24,552 11,768 12,784 － 

（注）１．賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供及び経営管理として当社

及び一部の連結子会社が使用している部分も含むため、当該部分の賃貸収益は計上されておりま

せん。なお、当該不動産に係る費用(減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）については、

賃貸費用に含まれております。 

２．賃貸等不動産のその他(売却損益等)は、事業用資産の減損損失（土地135千円）であります。 

 

８．１株当たり情報に関する注記 

⑴ １株当たり純資産額 395円08銭 

⑵ １株当たり当期純利益 40円52銭 

 

９．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

10．その他の注記 

該当事項はありません。 



 

個別注記表 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

⑴ 資産の評価基準及び評価方法 

① 関係会社株式は、移動平均法による原価法を採用しております。 

② その他有価証券 

イ．時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しております。 

ロ．時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は、建物で19年～38年であります。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間(５年)に基づいております。 

③ リース資産 

イ．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

ロ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

④ 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

⑶ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務

とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

⑷ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、

当事業年度の費用として処理しております。 

② 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 

２．会計方針の変更に関する注記 

（従業員等に対して権利確定条件付有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用） 

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告

第36号 平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を2018年４月１日以後適用し、

従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプショ

ン等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）等に準拠した会計処理を行うこと

といたしました。 

 

 



 

ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経過的な取扱

いに従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予

約権を付与した取引については、従来採用していた会計処理を継続しております。 

 

３．表示方法の変更に関する注記 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）を当事業年度

の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。 

 

４．貸借対照表に関する注記 

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 1,063,061 千円 

⑵ 子会社に対する債務保証 

子会社の次の債務に対し債務保証を行っております。 

北関東ペプシコーラ販売株式会社 1,203,237 千円 仕入債務 

宝積飲料株式会社 

宝積飲料株式会社 

72,310 

106,896 

 借入債務 

リース債務 

⑶ 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務 

区分掲記しているもののほかに、関係会社に対するものが次のとおり含まれております。 

短期金銭債権 4,847 千円 

短期金銭債務 307  

⑷ 事業用土地の再評価 

当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再

評価を行い、当該再評価差額金に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条 

第４号に定める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算基礎となる土地の価格を算定す

るために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に基づいて、合理的な調整を行って

算出しております。 

・再評価を行った年月日…2002年３月31日 

・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 … △571,027千円 

 

５．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

① 営業取引による取引高   

営業収益 570,079 千円 

営業費用 19,820  

② 営業取引以外の取引高 110,562  

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

株 式 の 種 類 
当 事 業 年 度 

期 首 の 株 式 数 

当 事 業 年 度 

増 加 株 式 数 

当 事 業 年 度 

減 少 株 式 数 

当 事 業 年 度 末 

の 株 式 数 

普 通 株 式 1,115,201株 24株 －株 1,115,225株 

（注）自己株式数の増加は、単元未満株式の買取請求(24株)によるものであります。 

 

 

 

 

 

 



 

７．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
繰延税金資産   

賞与引当金 827 千円 

退職給付引当金 1,175  

役員退職慰労引当金 19,789  

貸倒引当金 15,643  

その他有価証券評価差額金 17,247  

減損損失 11,747  

関係会社株式評価損 88,720  

繰越欠損金 1,194  

その他 30  

繰延税金資産小計 156,376  

評価性引当額 △132,655  

繰延税金資産合計 23,721  

繰延税金負債   

繰延税金負債合計 －  

繰延税金資産の純額 23,721  

 

８．関連当事者との取引に関する注記 

子会社等 
 

種 類 会社等の名称 

議 決 権 等 

の 所 有 

( 被 所 有 ) 

割 合 ( ％ ) 

関 連 当 事 者 

と の 関 係 
取引の内容 

取 引 金 額 

( 千 円 ) 
科 目 

期末残高 

( 千 円 ) 

子会社 
ア シ ー ド 

株 式 会 社 

所有 

直接100.0 

経 営 指 導 

役員の兼任 

資 金 の 貸 付 2,570,000 
関 係 会 社 

短期貸付金 
380,000 

資金 の貸 付 に対 する 

利 息 の 受 取 
6,100 未 収 収 益 510 

経 営 管 理 料 74,004 － － 

不動産の賃貸 34,531 － － 

商 品 の 購 入 211 未 払 金 21 

子会社 

北 関 東 

ペプシコーラ 

販売株式会社 

所有 

直接100.0 

経 営 指 導 

役員の兼任 

経 営 管 理 料 124,476 － － 

不動産の賃貸 6,612 － － 

債 務 保 証 

（仕入債務） 
1,203,237 － － 

配当金の受取 32,220 － － 

資 金 の 借 入 150,000 
関 係 会 社 

短期借入金 
140,000 

資金 の借 入 に対 する 

利 息 の 支 払 
2,014 未 払 費 用 175 

子会社 

ア シ ー ド 

ブ リ ュ ー 

株 式 会 社 

所有 

直接100.0 

経 営 指 導 

役員の兼任 

資 金 の 貸 付 860,000 
関 係 会 社 

短期貸付金 
610,000 

資金 の貸 付 に対 する 

利 息 の 受 取 
9,709 未 収 収 益 777 

経 営 管 理 料 78,156 － － 

不動産の賃貸 99,120 － － 

配当金の受取 42,075 － － 

商 品 の 購 入 69 － － 

 



 

 

種類 会 社 等 の 名 称 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事者 

と の 関 係 
取 引 の 内 容 

取引金額 

(千円) 
科 目 

期末残

高 

(千円) 

子会社 
宝 積 飲 料 

株 式 会 社 

 

所有 

直接100.0 

 

経 営 指 導 

役員の兼任 

資 金 の 貸 付 785,000 
関 係 会 社 

短期貸付金 
650,000 

資金の貸付に対する 

利 息 の 受 取 
9,728 未 収 収 益 837 

経 営 管 理 料 43,404 － － 

債 務 保 証 

( 借 入 債 務 ) 
72,310 － － 

債 務 保 証 

(リース債務) 
106,896 － － 

配当金の受取 15,200   

商 品 の 購 入 18 － － 

子会社 

ア オ ン ズ 

エ ス テ ー ト 

株 式 会 社 

所有 

直接100.0 

 

不動産の賃借 

経 営 指 導 

役員の兼任 

資 金 の 貸 付 828,000 
関 係 会 社 

短期貸付金 
811,000 

資 金 の 貸 付 に 対 す る 

利 息 の 受 取 
11,701 未 収 収 益 1,020 

経 営 管 理 料 11,280 － － 

不 動 産 の 賃 借 18,660 － － 

配 当 金 の 受 取 9,000 － － 

子会社 
A S E E D 

(Thailand)Co.,Ltd. 

所有 

直接48.0 
役員の兼任 資 金 の 貸 付 60,430 

関 係 会 社 

短期貸付金 
59,330 

関連会

社 

HaLong Beer And 

B ev er ag e Jo in t 

S t o c k  C o m p a n y 

所有 

直接31.3 
役員の兼任 配 当 金 の 受 取 71,180 －  

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

⑴ 取引条件は、不動産の賃貸借、商品取引、業務委託等に関しては、同等の物件の賃借料、価

格並びに他社の取引条件、自社が受託した場合の条件等を基本に決定しており、今後の決定

の方針についても同様としております。配当金に関しては、当期純利益を基準とし内部留保

とのバランスを考慮して決定しております。経営管理料に関しては、各子会社への役務の提

供割合等に応じて費用負担額を決定しております。 

⑵ 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

２．北関東ペプシコーラ販売株式会社に対する債務保証は、仕入債務に関するものであり、宝積飲料

株式会社に対する債務保証は、借入債務及びリース債務に関するものであります。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

⑴ １株当たり純資産額 280円02銭 

⑵ １株当たり当期純利益 26円17銭 

 

10．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

11．その他の注記 

該当事項はありません。  


